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共同研究の概要

 研究代表者　　川崎　茂

最初に，この共同研究の概要について説明しま
す．お手元の横長のシートに，共同研究を申請し
たときのことなども含めて書いてありますので，
これをご覧いただきたいと思います．
共同研究の概要ですが，実施期間は平成27年4

月1日から平成29年3月末まで，「地域創生に向け
た地域動向の基礎的把握」というテーマで，ここ
にお名前のある5名の方々で共同研究いたしまし
た．本日は，そのうちの4名が出席です．このほ
かに，外部の方にも協力をお願いして，たびたび
研究会にもご参加いただいております．
研究の問題意識とアプローチですが，東京一極
集中と言われて久しく，地域間所得格差拡大の懸
念が言われている．これをどうしていけばよいの
かということで，「地域創生」が重要な政策課題
になっています．効果的な政策を行なっていくた

めには，地域経済の動向をきちんと把握し，地域
政策の効果の的確な把握が必要です．
一方，地域レベルの統計は国レベルに比べて整

備が不十分で，国と同じような統計手法や情報源
を地域にも適用できるのか．さらによい統計をつ
くっていくためにはどんなものを利用すればよい
のか．また，地域に適した分析の問題や枠組みを
どのように設定するのか，地域分析をどのように
地域創生に活かすのかということもあります．
このような問題意識のもとで，研究分担者それ

ぞれが独自に観点を設定し，地域動向把握の基礎
となる研究を行ないました．この間，全国4カ所
で4回の研究集会を開催し，各地の経済・社会の
動向を熟知した地元の政策担当者や関連分野の研
究者の参加も得て，研究発表及び意見交換を行い
ました．
研究経過はここに書いてある通りですが，本日

は川崎，小巻，太田，伴の4名が順番に発表いた
しますので，よろしくお願いいたします．
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「地域経済分析から見た統計整備の 
現状と課題」

 日本大学経済学部教授　　川崎　茂

それでは私から始めさせていただきます．
最初に「目次」があります．これはまだ完成し
たものではなく，中間報告会でもありますので，
特に後半をもう少し充実させたいと考えておりま
す．今日は，問題意識，方向性，結論の部分を中
心に説明させていただきます．
大きな問題意識は，研究会全体のテーマでお話
しした通り，「東京一極集中」の弊害の問題にど
う答えるかということです．「一極集中」は東京
だけの問題ではありません．日本全国の経済動向
は地域の経済に大きく左右されますので，地域の
経済動向は国レベルでも重要な課題です．全国で
起こっている問題は，地域にも波及するので，全
国についての分析から地域分析に対してどんな教
訓が得られるか，地域の経済動向把握にはどのよ
うな方法が適切か．そこを整理したうえで，今後
どのように地域の統計整備を進めるか考えたいと
いうのが本研究の狙いです．
（資料1）　最近の地域格差の動向について，2枚
グラフを用意しました．1枚目は左も右も県民経
済計算のデータからとったもので，これを見る限
り，東京一極集中にはなっていない．
左側は一人当たり県民所得を横軸にとり，縦軸
は2001年から2014年までのトータルの増加率を計
算したものです．一応回帰線が引いてあります
が，決定係数は非常に低く，0.04ぐらいでほとん
ど意味がない．東京以外はだんご状態で，県民の
豊かさは現在の所得が高いか低いかにはあまり関
係していない．東京だけは異質で，この間，妙な
ぐらい下がっています．これは多分，内閣府のサ
イトを見ると実質化されたものがなくて名目値だ
ろうと思われますので，実質値化すれば東京も
ちょっとプラスになっているはずです．
右側の県内総生産で見ても，それほどはっきり
した傾向があるわけではありません．横軸は，見
やすくするために対数にしていますが，たまたま
三重県が離れたところに出ているだけで，それ以
上の意味はない．一極集中と言うわりには，経済
指標から見ると，それほど目立たないと言えそう

です．
（資料2）　ところが，人口移動については事情が
異なっています．東京圏1都3県（東京，神奈川，
千葉，埼玉）への人口流入を見ると，1995年以降，
流入超過は続いている．日本のもう一つの極であ
る大阪圏を見ると，かつてほどの人口増の勢いは
なく，やはり人口の面では東京一人勝ち現象が起
こっていると言えます．
（資料3）　雇用の面ではどうか．折れ線グラフは
全国の新規求人数に占める東京圏の求人数を見た
ものですが，ほぼ横ばい．最近ちょっと上がって
いるかなという程度です．
以上を整理すると，経済指標で見ると，極端な

「東京一極集中」が生じているとは言いがたい．
ただし，従来からあった地域格差が縮小している
とは言えないし，東京圏への人口集中は続いてい
る．大阪圏など他の圏域への集中が低いのは，大
阪圏固有の問題か，東京圏との競合が問題なの
か，さらに検討が必要だと思います．
雇用機会については，東京圏へのシェアはやや

上昇しているが，それほど大幅ではない．ただし，
全国的に有効求人倍率は1を上回っており，雇用
の奪い合いが起こっているという点では，東京圏
の人口吸引力は実感としては高まっている．
経済指標で見る限り，必ずしも明確に「東京一

極集中」が示されるわけではなく，全国的な経済
情勢の先行きに対する不透明さが地方にもあっ
て，そういうことが影響しているのではないか
と，私は一応整理しました．
余談ですが，一極集中是正という議論のおかげ

で，東京にある大学の定数を増やすなという声が
出たりしています．粗っぽい議論ですが，我々の
大学にも大きな影響を持つものとして注目が必要
だろうと思っています．
（資料4）　次に全国の経済動向の分析と解釈につ
いてです．2年ぐらい前の新聞で，「雇用堅調，消
費は低迷」と書いています．いまでも大体同じで，
雇用は堅調であっても，消費は期待ほどには上昇
していない．この背景には経済の先行きの読みに
くさがあるものと考えます．普通は，雇用がよく
なれば所得が上がり，消費が上がり，それにつれ
て生産も上がってくるという好循環が起こるはず
ですが，それが起こっていない．東京はまだいい
ほうですから，それほど感じられないけれども，
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地方でそれが鮮明に感じられる．そこで，全国の
経済動向をより丁寧に分析し，解釈する必要があ
ると考えました．
（資料5）　やや独断的かもしれませんが，やはり
高齢化の進展が消費・所得に大きな影響を与えて
いるのではないかと考えて，左のグラフでは全世
帯の消費支出に占める65歳以上世帯主の消費支出
の割合を見てみました．2002年は25％弱だったが，
2015年には37％ぐらいになり，10年余りで急速に
高齢者の支出のウェイトが上昇しています．単身
も含めた全世帯で見ると，日本の消費のかなりの
部分を高齢者が占めているわけです．
右は世帯主の有業・無業別に見た二人以上世帯
数のグラフです．折れ線が無業世帯の割合，つま
りその多く年金生活者となりますが，左のグラフ
と同じような傾向で，いまや3割近くになってい
る．単身世帯を入れればもっと高くなるはずで，
当然消費パターンは変わってきます．
（資料6）　そこで，国民経済計算から可処分所得
の内訳を見ますと，「社会負担」がマイナス要因
として大きく影響しています．それに対してプラ
スで大きく効いてくるのが「賃金・俸給」ですが，
可処分所得に対する構成比は2000年の76.5％が
2014年には73％になっている．わずかと言えばわ
ずかですが，賃金が同じ水準であっても可処分所
得が下がっていることを意味しています．次に，
「現物社会移転以外の社会給付」というのは年金
などの受取ですが，これが収入の中でかなりの
ウェイトを占めている．
つまり，賃金が上昇しても，賃金のコンポーネ
ントは少なくて，それよりもほかの成分が大き
く，さらに社会負担も大きいので，賃金の上昇が
消費の増加に直結しにくい構造に変化しているこ
とが分かります．
以上を整理すると，近年は経済成長が0近傍で
推移しているため，全国レベルでの経済動向の判
断は難しく，統計データの限られている地域では

全国以上に解釈が難しくなっている．
全国レベルの経済動向が解釈しにくい背景に

は，高齢化に伴う無業世帯の増加，高齢者消費の
ウェイトの増加などによって，消費構造や所得構
造が変化していることが影響していると考えられ
ます．特に地方では大都市に比べて高齢化が進ん
でいますから，地方の統計整備に当たってはこの
ような事情を十分考慮し，従来以上に所得・消費
の把握に重点を置く必要があると考えています．
地域統計整備の現状は，地域の社会・経済の構

造を表す統計は一定程度整備されているけれど
も，カレントな経済動向を示す，信頼性の高い統
計指標は極めて少ないのが現状です．
国の統計の中では，センサスについては詳細な

レベルでも利用可能ですが，統計の頻度は少な
い．標本調査については，タイムリーなデータは
得られるものの，精度に制約があり，全国・地方
レベルの結果が中心で，都道府県レベル以下の結
果が利用できるものは少ない．県民経済計算は
データがあまりに遅く，利用可能なデータ項目が
少な過ぎて，分析するのに物足りない．有望なの
は，例えば職業安定業務統計のような業務統計で
あり，これらは標本誤差の問題もなく，速報性も
高くなりうるので，地域別結果が利用可能で，今
後の地方統計の活路だろうと考えられます．
今後の方向としては，都道府県及びそれ以下の

レベルでの統計整備においては，国の統計体系を
単純に地域に置き換えるのではなく，地域に適し
た統計の体系をつくっていく必要がある．そのた
めには，センサス，標本調査に頼るのではなく，
国及び自治体の所管する行政情報をうまく活用し
て有効な業務統計を作成する．そのために，社
会・経済の指標として有用な情報源をこれから発
掘していくことが必要で，もう少し具体的なこと
を入れて最終的にはまとめたいと考えています．
以上で私からの発表は終わります．
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「地域における証拠に基づく政策判断とそ
の課題　～県民所得と『豊かさ』指標～」

� 日本大学経済学部教授　　小巻　泰之

国の政策判断及び決定においてEvidence Based 

Policy Makingの必要性がしてきされています．こ
うした対応は地域の自治体においても必要と考え
られ，本報告では県民所得だけでなく，これを補
える指標として豊かさ指標を取り上げます．豊か
さ指標はこれまでも批判の多い統計です．しか
し，地域の自治体にとって地域が豊かであるかど
うかは大きな政策課題であり，豊かさ指標を地域
の指標として活用できないかと考え，検討しまし
た．
最初に，国ベースで，一人当たりGDPと幸福感
を比較したものが（資料1）にある図表です．生
活満足度は内閣府の「国民生活選好度」調査によ
るものですが，1981年を1として見ていくと，一
人当たりGDPが1.8倍程度まで伸びているのに対
して，満足度はほとんど上がっていません．両者
の乖離が非常に大きい状況です．こうした状況
は，経済産業省の若手が出した「不安な個人，立
ちすくむ国家」でも指摘されていることで，経済
のパフォーマンスが国民の豊かさに直結していな
いことを示しています．
豊かさ指標はこれまでの実態を表していないと
批判されてきたことがあります．こうした中で民
主党政権へ政権交代があった時に，「ダムから人
へ」が代表されるように人々の豊かさの改善状況
は政策目標とされ，豊かさ指標の開発が国だけで
なく多くの地域で開発されていました．しかし，
作成はかなり難しいこともわかってきました．当
時，「豊かな国ブータン」とよく引き合いに出さ
れましたが，そもそも「豊かさ」自体が主観的な
尺度であり，また観測できない変数です．した
がって，豊かさを測る指標として，何を選ぶかに
よって結果も異なり，恣意性が入り込む余地があ
ります．なた，経年比較や国際比較は困難です．
（資料2，資料3）　本当にブータンは幸せなので
しょうか．ブータンでは国民の9割が幸せとの統
計結果があります．ここでは，ブータン及び日本
について，同じ年（2010年）に調査された豊かさ
の指標があり，同じような基準で10段階調査され

た数値を比較すると，幸せ度で5番目以上の場合
には日本85.4，ブータン91.1と確かにブータンの
方が高いです．しかし，基準を6番目以降とする
とブータン66.2，日本66.0と両国の幸せ度は大差
がないことがわかります．本当にブータンが幸せ
なのかどうか分からない状況です．
そもそも国ベースで「豊かさ」を定義すること

自体が無理ではないでしょうか．GDPベースなら
ば国際比較可能な統計ですので，数字の水準で比
較することができますが，それが当該の国民の豊
かさの度合いを測ることはできません．
ちなみに「ブータンでは9割が幸せだ」という
のは，幸せを3段階で測っています．ベリーハッ
ピー45％，ハッピー52％，ノットベリーハッピー
3％の3段階でベリーハッピー45％，ハッピー52％
を合わせて97％と，国民の大多数がハッピーだと
されています．これで本当にブータンが幸せと言
えるのでしょうか．あるいは，日本人がブータン
に行って幸せに感じることができるのでしょう
か，逆に，ブータンの人が日本に来て幸せに感じ
るのかさえも分かりません．このように，豊かさ
指標は作成が難しい指標です．その結果，民主党
政権崩壊と同時に国ベースの豊かさ指標はつくら
れませんでした．
（資料4）　他方，民主党政権下では多くの自治体
で豊かさ指標がつくられ，京都府，兵庫県，三重
県，山梨県などでは，現時点（2017年7月時点）
でも一部地域は継続して作成されています．国
ベースでは作成が難しい統計ですが，豊かさの指
標は地域では使えるのではないかと考えていま
す．
他方，豊かさ指標はGDPなど足元の動きをみる

統計の代替指標として利用できないかとも考えて
います．というのも，都道府県県庁の統計部局に
面談調査したところ，多くの統計部局で県民経済
計算を利用するのは公表時期の問題などから難し
いですが，かといって追加的に何か新しい指標を
作成することはできないという組織がほとんどで
した．たとえば，長崎県などは，利用者の利用が
少ない統計などは廃止を含めて検討したいとのこ
とです．また，ローテーション人事の弊害もあり
ます．岡山県のように，人事ローテーションの一
環で，一旦，統計部局へ異動することがあれば，
その後は統計関連部局に戻ることはほとんどとな
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いとのことです．また，県民経済計算などについ
ては，国がガイドラインをもとに作成を指導して
いるものの，地域の人員不足から作成がかなり厳
しい状況にあり，まして専門家がいない状況にあ
ります．また，専門家を育てられる環境にもない
地域も多く見られます．
とはいえ，そもそも自治体は国と違って，目に
見えている住民を意識しながら，きめ細かい住民
福祉の向上を図る，その意味でも住民の幸福度を
継続的に把握することは重要と考え，豊かさ指標
を作成し続けている地域もあります．

そこで，ここでは沖縄県「県民意識調査」をも
とに，沖縄県の状況について同調査は活用可能か
について検討しようと思います．
沖縄県の場合，県内でも地域間格差がありま
す．北部，中部，南部，そして沖縄県でみて離島
と言われる八重山，宮古ではそれぞれ経済的な格
差が明確に存在している．それは歴史的な経緯も
あるようです．
（資料5）　沖縄県では本土復帰以来，3年から4年
ぐらいの間隔で，2016年までに9回の調査を継続
的にやっています．2012年の8回目と2016年の9回
目では，「あなたは幸せだと感じていますか」と，
「幸せ」を直接に聞くことも始めています．それ
以前からは，「極めてよい」「よい」「普通」「悪い」
「極めて悪い」と，生活状態の意識を聞いていま
す．
この「生活状態の意識」のデータをもとに，沖
縄の人たちはどのようなときに幸せを感じるのか
調べてみました．まず，所得が高い人ほど幸せを
感じる割合が多くなります．これは分かりやす
い．次に，若い人ほど幸せを感じる割合は大きく
なります．この調査は15歳以上，74歳未満を対象
にしていますが，10代が一番高く，60代が一番低
くなっています．さらに，地域での人の結びつき
が強いほど，幸せを感じることが伺えます．こう
した状況を定量的に確認してみましょう．
ここでは，「所得」「年齢構成」「人々の結びつ
き」を代理変数も含めてパネルデータを作成しま

した．所得変数は地区内に含まれる市町村民所得
のデータを足し上げて作成しました．年齢構成は
各地域の総人口に占める，若年，中年，高年，中
核層，高齢者層など年齢階層毎の人口割合を用い
ています．また，人々の結びつきは県外転入者比
率を用いています．こうしたデータを地域別（北
部，中部，那覇市，南部，宮古，八重山）に6地域，
8年分のデータで，観測数48のパネルデータです．
また，被説明変数として「生活状態の意識」の
データを用いています．具体的には，「極めてよ
い」「よい」の合計を「よい」，「極めて悪い」「悪
い」の合計を「悪い」としています．
実証分析の結果，「良い」「悪い」は期待された

通り，非対称な結果が得られました．所得がプラ
スであればよいと感じるし，歳をとるとあまり幸
せと感じない．県外からの転入者については，転
入者の増加が県内の生活状況を改善させる方向に
働いている様子が伺えます．沖縄県では転入者の
増加は労働力であり消費者として，地域の豊かさ
に反映されているとみられます．
以上をまとめると，豊かさ指標は地域の「所得」

の代理変数であり，地域の住民の満足度を示す指
標として使うことが可能ではないかと考えられま
す．確かに，「豊かさ」の測り方は難しいといえ
ます．しかし，「自然に囲まれてゆっくり暮らす」
とか，その地域の個性に合った指標を選んで，そ
れを政策的に位置づけられるのであれば，それは
その地域の「豊かさ」指標として使えるのではな
いでしょうか．先ほどの川崎先生のご報告の中で
「地域が独自に」という言葉を強調されましたけ
れども，その中には「豊かさの指標」もあり得る
のではないかと思います．
今後の課題としては，さらに過疎化が進む中

で，地域の状況どのような形で動いていくのか実
地調査をしていくことではないかと思っていま
す．その中で地域にとって何が有益な指標なの
か，それを情報としてどのように吸い上げていく
べきなのか．特に衰退していく地域の状況につい
て調べていこうかなと思っています．
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「自治体の住宅政策に関する調査研究」

� 麗澤大学経済学部特任教授　　太田　秀也

私からは，自治体が地域の住宅政策にどう取り
組むのかということについて，調査結果を発表さ
せていただきます．
平成18年に住生活基本法ができて，市場重視，
ストック重視，自治体の役割重視になっています
が，自治体独自の政策はあまりないのが現状で
す．自治体の住宅政策は戦後どのように転換して
きたのか振り返りますと，1970年代，高度成長期
に，東京から人口が流出して，埼玉などに住宅が
たくさんできたために，当時は供給調整の動きが
ありました．その後，「豊かな住宅供給」という
ことで，HOPE計画，地域の実情に応じた木材を
使うとか，いろいろな政策が展開されました．80

年代になって地価高騰で都心から人が流出する中
では，東京都の特別区に住宅を附置する義務付け
など，都心の居住政策を進めてきた．昔は独自の
政策が一定程度行われていたということです．

1995年に都市住宅学会が調査研究をしています
が，この時点でも公営住宅施策が中心で，市町村
で見ても6割を占めています．それが今どうなっ
ているか，自治体へのアンケート調査を行ないま
した．4割ぐらいの回答がありまして，その回答
のあった自治体に追加調査をしています．2次調
査は1次調査で回答のあったところですので，当
然回答率は高くなっています．

2回の調査の概要ですが，まずどんな政策を講
じているのか．「重点を置いている施策」と聞く
と客観性がないと思いましたので，「業務量が多
い」政策を5番目まで挙げてもらうことで調査し
ました．やはり今でも「公営住宅施策」が多く，
8割以上の自治体で第一番の施策になっています．
政令市，特別区でもあまり変わりなくて，「耐震
化の促進」「空き家対策」「定住促進」などもあり
ますが，圧倒的に「公営住宅施策」が多く，住宅
政策は全般的にあまり変わっていないことが分か
りました．
独自の住宅施策を挙げてもらいますと，回答に
占める割合は政令市，特別区は3分の2とか半分と

かありますが，その他市町村では3割程度で少な
いという状況です．政策内容で見ると，「定住促
進」「リフォーム」などがあります．空き家につ
いては，国の補助金とか法律があるのでそれに基
づいてやっていますが，定住促進については直接
の国の施策はないので，独自の施策を講じてい
る．「リフォーム」は，国の施策でバリアフリー
とか省エネとかのリフォームはありますが，ホー
ムページなどで内容を調べると，地元の業者に限
定して工事を受注させるとか，地元産業振興的な
業務促進施策をとっているところが多い．
施策を行なう契機については選択肢形式で，資

料の①②は国の施策を実施した，③から⑦は自治
体内部のニーズとか首長の指示，⑧はほかの自治
体の取り組みを参考にしたという状況です．
主要な5施策で見たとき，「耐震化施策」という

のは，耐震化の法律とか補助金とか，国の施策に
基づき実施している施策が多い．「高齢者施策」
も，高齢者居住安定法などがある．「定住促進」
とか「リフォーム」は，国の施策というよりは，
自治体の独自施策の割合が多い．「空き家」は，
国の施策もあるけれども，自治体の施策もある．
実際の施策のほうが先行して取り組まれて，その
後で空き家法ができたという，そのあたりの影響
もあるのかなと思います．
自治体の住策施策の体制について，住宅施策担

当職員と専属職員で見ますと　町村では3分の2で
専属職員がいない．部局で見ても，主要な施策で
ある公営住宅は，建設はいま少なくなっているの
で，管財とか総務，福祉などの部局がその一環で
住宅施策をやっている．公営住宅にかかりっ切り
で，専属の職員もいないし，独自の施策を講じる
余地は町村では少ないという状況です．
住宅施策への住民のニーズは基本的に変わらな

いので，国が先導して施策を示しながら，町村に
おける取組みを促進することは引き続き必要と考
えています．今年改正された「住宅セーフティー
ネット法」も町村が講じることになっていますの
で，その動向も注視していくことが必要と思って
います．
以上です．

- 11 -



２
．
調

査
の

方
法

①
第
一
次
調
査

全
自
治
体
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（
20

15
年

7月
）

・
調

査
方

法
：
郵

送
で
調

査
票

を
配

布
。
記

名
方

式
で
返

信
用

封
筒

に
て
回

答

・
調
査
内
容

①
自
治
体
の
住
宅
施
策
担
当
部
局
等
の
体
制

②
自
治
体
に
お
い
て
講
じ
て
い
る
主
要
な
住
宅
施
策

〔
業
務
量
が
多
い
順
に
上
位

5施
策
〕

③
自
治
体
に
お
い
て
講
じ
て
い
る
独
自
施
策

等

②
第
二
次
調
査

第
一
次
調
査
回
答
自
治
体
へ
の
追
加
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（
20

15
年

10
月
）

・
調

査
方

法
：
第

一
次

調
査

と
同

じ

・
調

査
内

容
主

要
な
住

宅
施

策
と
さ
れ

た
５
施

策
を
行

う
よ
う
に
な
っ
た
契

機
・
理

由

2

＜
自

治
体

＞
第

一
次

調
査

第
二

次
調

査

回
答
数

回
収
率

回
答
数

回
収
率

※

市
区
（
81

3）
39

6
48

.7
%

24
8

62
.6
%

政
令
市
（
20

）
15

75
.0
%

9
60

.0
%

特
別
区
（
23

）
17

73
.9
%

11
64

.7
%

他
の
市
（
77

0）
36

4
47

.3
%

22
8

62
.6
%

町
村
（
92

8）
35

5
38

.3
%

19
2

54
.1
%

計
（
17

41
）

75
1

43
.1
%

44
0

58
.6
%

＜
回
答
状
況
＞

※
第
二
次
調
査
の
回
答
数

/ 第
一
次
調
査
の
回
答
数

自
治
体
の
住
宅
施
策
に
関
す
る
調
査
研
究

〔
抄
〕

太
田

秀
也

1

＜
独

自
施

策
を
講

じ
て
い
る
と
市

区
町

村
＞

＜
講
じ
ら
れ
て
い
る
施
策
の
内
容

＞
（
%
）

（
2）

自
治

体
に
お
け
る
独

自
の

住
宅

施
策

市
区
町
村
全
体

n=
75
1

自
治
体
区
分
別

政
令
市

n=
15

特
別
区

n=
17

そ
の
他
市

n=
36
4

町
村

n=
35
5

24
4

(3
2.
5)

10
(6
6.
7)

8
(4
7.
1)

11
9

(3
2.
7)

10
7

(3
0.
1)

・
独
自
施
策
を
講
じ
て
い
る
市
区
町
村
は
、
全
体
と
し
て
3
割
程
度
と
、
あ
ま
り

多
く
な
い
。
特
に
、
そ
の
他
市
・
町
村
で
は
少
な
い
。

・
講
じ
ら
れ
て
い
る
施
策
は
、
定
住
促
進
施
策
、
リ
フ
ォ
ー
ム
施
策
が
多
い
。

4

施
策

自
治

体
数

全
体

n7
16

政
令

市
n1

2
特

別
区

n1
5

そ
の

他
市

n3
46

町
村

n3
43

公
営

住
宅

施
策

60
1

(8
3.

9%
)

10
(8

3.
3%

)
11

(7
3.

3%
)

29
5

(8
5.

3%
)

28
5

(8
3.

1%
)

耐
震

化
促

進
43

(6
.0

%
)

2
(1

6.
7%

) 
1

(6
.7

%
)

22
(6

.4
%

)
18

(5
.2

%
)

空
き
家

施
策

26
(3

.6
%

)
0

0
14

(4
.0

%
)

12
(3

.5
%

)
定

住
促

進
施

策
18

(2
.5

%
)

0
0

3
(0

.9
%

)
15

(4
.4

%
)

リ
フ
ォ
ー
ム
促

進
7

(1
.0

%
)

0
0

2
(0

.6
%

)
5

(1
.5

%
)

（
1）

講
じ
て
い
る
主

要
な
住

宅
施

策

＜
業
務
量
が
一
番
多
い
施
策
＞

業
務
量
が
１
番
目
に
多
い
施
策
と
し
て
公
営
住
宅
施
策
を
あ
げ
る
自
治
体
が
全

自
治
体
の
8
割
超
あ
り
、
各
自
治
体
区
分
で
み
て
も
、
7
～
8
割
を
占
め
る
。

3

３
．
調
査
結
果
の
概
要
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＜
主

要
な
５
施

策
を
行

う
よ
う
に
な
っ
た
契

機
＞

契 機

耐
震

化
促

進
施

策
n=

33
4

空
き
家

施
策

n=
28

9

定
住

促
進

施
策 n=

23
5

リ
フ
ォ
ー
ム

促
進

施
策

n=
21

3

高
齢

者
居

住
施

策
n=

12
6

①
57

.5
%

13
.5
%

9.
8%

19
.7
%

29
.4
%

②
15

.0
%

16
.3
%

3.
4%

1.
9%

7.
9%

③
17

.4
%

25
.6
%

52
.3
%

37
.1
%

38
.9
%

④
1.
2%

0.
7%

1.
7%

0.
9%

1.
6%

⑤
6.
6%

25
.3
%

12
.8
%

3.
3%

11
.1
%

⑥
0.
3%

11
.8
%

1.
3%

13
.1
%

7.
1%

⑦
0.
0%

2.
1%

10
.6
%

5.
2%

0.
0%

⑧
1.
2%

2.
8%

5.
5%

11
.7
%

0.
8%

⑨
0.
9%

2.
1%

2.
6%

7.
0%

3.
2%

6

①
国

（
又

は
都

道
府

県
）
の

制
度

・
助

成
が

あ
っ
た
か

ら
②

国
（
又

は
都

道
府

県
）
に
お
い
て
検

討
さ
れ

て
い
た
か

ら
③

自
治

体
の

全
般

的
課

題
の

一
環

と
し
て
住

宅
施

策
に
関

し
て
も
取

組
み

の
必

要
が

あ
っ
た
か

ら
④

調
査

（
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
等

）
の

結
果

か
ら
必

要
と
判

断
し
た
か

ら
⑤

問
題

・
課

題
が

具
体

に
発

生
し
て
い
た
か

ら
（
あ
る
い
は

今
後

発
生

す
る
と
考

え
ら
れ

た
か

ら
）

⑥
住

民
等

の
要

望
・
苦

情
等

が
あ
っ
た
か

ら
⑦

首
長

の
指

示
が

あ
っ
た
か

ら
⑧

他
の

自
治

体
の

取
組

み
を
参

考
に
必

要
と
判

断
し
た
か

ら
⑨

そ
の

他

（
3）

施
策

を
行

う
よ
う
に
な
っ
た
契

機

・
耐
震
化
促
進
施
策
、
空
き
家
施
策
、
高
齢
者
居
住
施
策
な
ど
、
国
の
取
組
み
を

契
機
に
講
じ
ら
れ
て
い
る
施
策
が
多
い
。

・
定
住
促
進
施
策
、
リ
フ
ォ
ー
ム
促
進
施
策
で
は
、
自
治
体
の
独
自
の
発
意
で
行

わ
れ
て
い
る
傾
向
が
見
ら
れ
る
。

5

３
．
ま
と
め

・
自

治
体

に
お
け
る
住

宅
施
策

は
、
依

然
と
し
て
、
公

営
住

宅
施

策
が

圧
倒

的
に
メ
イ
ン
な
施

策
で
あ
る
。

・
自

治
体

に
お
け
る
独

自
施
策

と
し
て
は

、
定

住
促

進
施

策
、
リ
フ
ォ
ー
ム

施
策

が
割

合
と
し
て
は

多
く
講

じ
ら
れ

て
い
る
が

、
全

体
的

に
、
独

自
施

策
を
講

じ
て
い
る
市

区
町

村
は

あ
ま
り
多

く
な
い
。

・
耐

震
改

修
促

進
施

策
等

、
国

の
取

組
み

を
契

機
に
行

わ
れ

て
い
る
施

策
が

多
く
、
自

治
体

の
住

宅
施

策
に
お
い
て
国

の
取

組
み

が
影

響
を
与

え
て
い
る
状

況
が

見
て
と
れ
る
。

・
町

村
に
お
い
て
は

、
住

宅
施

策
を
推

進
す
る
人

的
体

制
が

弱
い
様

子
が

見
受

け
ら
れ

る
。

↓ 町
村

を
中

心
に
、
今

後
と
も
、
国

に
お
い
て
、
必

要
な
法

制
度

、
補

助
制

度
等

の
枠

組
み

を
構

築
し
、
自

治
体

に
お
け
る
住

宅
施

策
の

取
組

み
を

促
進

す
る
必

要
性

は
依

然
高

い
と
考

え
ら
れ

る
。

8

（
4）

体
制

（
住

宅
施

策
担

当
職

員
数

等
）

住
宅

施
策

担
当

職
員

数
（
平

均
）

住
宅

施
策

専
属

職
員

数
（
平

均
）

専
属

職
員

が
い
な
い

自
治

体
数

市
区

（
n=
38
3）

10
.0

6.
9

95
政

令
市

（
n=

14
）

54
.6

50
.6

1
特

別
区

（
n=

15
）

19
.9

16
.2

0
他

の
市

（
n=
35
4）

7.
9

4.
8

94
町

村
（
n=
35
1）

3.
3

0.
6

22
6

住
宅

施
策

を
担

当
す

る
職

員
数

（
平

均
）

は
、

自
治

体
の

種
類

毎
に

大
き

く
異

な
り

、
特

に
、

町
村

に
お

い
て

は
、

担
当

職
員

が
少

な
い

上
に

、
専

属
の

職
員
が
一
人
も
い
な
い
自
治
体
が
約
3
分
の
2
を
占
め
て
い
る
。

7
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「地域ブランド競争構造の基礎的分析」

� 筑波大学大学院ビジネス科学研究科准教授
� 伴　正隆

私はモデルをつくるところに基本的な関心があ
るので，地域間の競争構造を把握するためのモデ
ルをつくることを最終目標とし，そのための基礎
的分析が今回の研究の目的になります．
背景としては，人口減少社会にどう対応するか
ということで，地域振興，地方創生事業がいろい
ろなされており，その政策パッケージの一つに
「観光地域づくり」があります．それをマーケティ
ングの視点から考えたときに「地域ブランド論」
が日本では2009年ごろから出てきました．
地域活性化のために，その地域の観光資源を活
用して，お土産を売るだけでなく，なんとかその
地域に来てもらいたい．その地域の住民と交流
し，そこに住みたいと思う人を増やしたい．そう
いうところに主眼を置いて論じられているもので
すが，それは当然，観光地域間の競争を生むこと
になります．その競争激化を防ぐためには，独自
の観光資源を活かし，差別化していくことが大事
であって，それをするための基盤として競争構造
の把握が必要だと考えました．
（資料1）　先行研究としては，その地域の経済情
報をまとめたRESASというものがありまして，
その中の「観光マップ」というセグメントを見る
と，ここには民間企業が収集している様々な情報
が扱われています．
たとえばソフトバンク社関連のagoop社「流動

人口データ」というのは，携帯電話のGPSの情報
を使って，ある地域に2時間以上滞在した人がど
こから来たか，2時間以上いた人がどれくらいい
て，夜間人口と比較してどれぐらい増えているか
などが分かります．
ナビタイムジャパン「経路検索条件データ」で
は，その観光施設がインターネット自社サイトで
どのくらい検索されたか，どこの地域に住んでい
る人が検索したかなどがまとめられています．
下の二つは訪日外国人の統計で，日本政府観光
局からは「訪日外客数」が発表されています．ま
たNTTドコモ「モバイル空間統計」では，携帯電
話のローミングデータを使って，海外の携帯電話

会社のものが日本でどのぐらい使われているか．
それによって，ある地域の外国人滞在状況を出身
国別に表示することもしています．
ただ，ここで使われているのは，どう動いたか，

どこにとどまったか，何を検索したかという，基
本的には行動データです．しかし，行動だけでな
く，人間の心理やイメージ，さらにもっと多様な
データを使っていくべきではないかと考えていま
す．
（資料2）　ここで，マーケティングの分野で競争
構造分析というと，代表的なものでは消費者の知
覚評価（イメージ）によるものがあります．アン
ケートなどの調査で，かわいいと思うかとか，お
いしいと思うかとか，イメージの細かい要素につ
いて尋ね，因子分析や主成分分析にかける．ある
いは，AとBはどれぐらい似ているかとか，AとB

の似ているのは何かなど，対象間の類似度を測定
して，多次元尺度構成法で主体間の関係を見てみ
るものがあります．
あるいは価格に注目して，Aの製品を値引きし

たとき，ほかのどのブランドの需要が変化するか
という，価格競争の視点から見た競争構造分析も
あります．
購買行動による分析は，通常の買い物の場合，

レジで何を買ったか，ID付きPOSデータで見て，
これまでAの製品を買っていた人がBを買ったと
か，ブランドスイッチで把握する方法や，耐久財
のようなものの場合，一番欲しいものは何か，そ
れがなければ何を買うかという，強制的ブランド
スイッチでライバル関係を把握する方法がありま
す．あるいは容易に場所を動かせない店舗や地域
ブランドの場合は，立地分析や商圏分析がよく使
われます．
（資料3）　地域イメージの先行研究としては，デ
スティネーションイメージ研究がたくさんありま
す．一口にイメージといっても，心理学の観点な
ども入ってきて，いろいろな分類があります．た
とえば個別要素的なイメージと，全体としてどう
かという全体的イメージという分類もあります
し，認知と感情という分類もあります．認知とい
うのは，この製品は機能的だと思うとか，主観的
な知識に関するイメージ．それに対して，かわい
いとか，漠然とした情緒に関するようなものが感
情イメージです．
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（資料4）　デスティネーション間の競合関係につ
いての先行研究はあまりなく，Pike（2009）のデ
スティネーション・ブランドのポジショニング分
析があります．これはオーストラリアのブリスベ
ン居住者に対して，東海岸のゴールドコースト，
サンシャインコーストなどと西海岸のコーラル
コーストと，五つのイメージを尋ね，海岸同士の
競合関係，イメージの類似性を見つけようとした
ものです．
今回は競争構造分析モデル開発の基礎分析とし
て，いろいろな視点から収集したデータを用いて
競争構造分析を行なう．それらをまとめ上げて競
争構造が把握できれば意思決定に役立つのではな
いか．たとえばイメージでは競合関係が出たけれ
ども，実際の行動では競争になっていないとか，
そういうことも多々あり得るので，さらにいろい
ろな情報を総合して競争構造を把握していきたい
と考えています．
データ収集ではインターネットアンケートを使
いました．配信数 3,920で，回答数 840．その中か
ら9カ所以上の温泉地に対して何らかのイメージ
を持っている人だけ選ぶと109人になりました．
また，首都圏に住んでいる人をターゲットに，彼
らが行けるような温泉地を対象にしました．
（資料5）　「全国主要温泉地の魅力度調査」とい
う本の中から，草津，伊香保など，専門家がよい
と評価したところを上から順に選びました．回答
者の少ない8の白骨，9の上諏訪は除外して，全部
で9カ所を対象としています．
アンケート項目は，まず各温泉地に対するイ
メージがあるかないか．訪問回数，各温泉地間の
類似性，好きかどうかという選好度，訪問の動機．
そして模擬選択というのは，たとえば2泊3日で行
くとしたらどこへ行きますかという，行動意図を
尋ねています．さらに回答者の居住地の郵便番号
を聞いて，その温泉地と居住地との距離を測った
りもしています．
（資料6）　温泉観光地のイメージ項目としては，
プレ調査ができればよかったのですが，それはで
きなくて，先行研究から20項目を聞いています．
（資料2ページ左下）　分析結果を見ると，「温泉
が楽しめる」は草津，伊香保などが上位に来てい
ますし，箱根は「買い物が楽しめる｣「自然景観
が楽しめる」「歴史的建造物などが楽しめる」な

ど，全体的に直感に合ったようなデータが得られ
ました．
（資料7）　主成分分析は主成分三つぐらいまでで
85％ぐらいという状況ですが，（資料8）　主成分
三つをそれぞれ解釈しますと，PC1は「いつも利
用する」とか「買い物が楽しめる」とかで，利用
しやすい環境をとらえているのではないか．PC2

は「旅行代金が高い」「治安が悪い」，いずれもマ
イナスが出ていますが，そもそも観光地が備えて
いなければいけない基本評価項目が集まっている
のかなと思います．PC3は「温泉が楽しめる」が
マイナスで，温泉地としての魅力が3番目の主成
分かなと解釈しています．
（資料9）　分析結果を知覚マップにしてみまし
た．まずPC1とPC2，「利用しやすさ」と「観光の
基本評価項目」という点では，箱根は「利用しや
すさ」で最も評価が高く，「観光地としての基本
評価項目」もそこそこ高い結果です．
これでどうやってライバル関係を見つけるのか

というと，近いもの同士がライバルだろうと判断
します．回答者のイメージとして近いところにあ
るということは，回答者が似たようなものとして
見ているということですから，「熱海でなければ
伊東でいいよね」というような解釈ができます．
真ん中は那須と修善寺で，立地は遠いけれども，
イメージとして近いところにあるという結果で
す．
このような状況を見れば，もし熱海と伊東が似

ていて困るのであれば差別化しなければいけない
し，立地が近いのだからお互いに協力してプロ
モーションをかけていくこともできるのかなと考
えられます．
次に類似性に基づいた競争構造の分析です．ア

ンケートは聞いたことしか答えてくれないけれど
も，イメージであればある程度柔軟に全体的なイ
メージとして答えてくれるのではないかという期
待もあって，「草津と似ている温泉地にチェック
を入れてください」というデータの取り方をして
います．本当は自分でアンケートの画面をつくら
なければいけないし，一方答えたらもう一方は答
えられないようにすることができればより厳密な
んですけれども，それができない仕様でしたの
で，草津から見て伊香保は似ていると答えたけれ
ども，反対に伊香保から見て草津は似ていないと
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答えたり，そういう非対称なことも起こり得るも
のになっています．それはそれで，似ているのを
1として，非対称を0.5とするとか，平均値をとっ
ても良いでしょうし，あるいは，非対称な類似性
もあり得るのかなあという感じもしています．
（資料10）　今回は類似性を距離として，距離か
ら座標に変換する多次元尺度構成法を使って，距
離情報を座標に変換したのがこの図です．X軸と
Y軸をどう解釈するかが問題ですが，どういった
対象がこの図の端に集まっているか，そこから見
るしかなく，たとえばX軸では1と2がこちらに
あって，6と7は反対側にあるから，さきほどのイ
メージでどこが大きく違うか見ていくと，どうも
12番目の「公共交通機関」で，左に行けば不便で，
右に行けば便利．伊東，熱海は行きやすいけれど
も，草津，伊香保は行きづらい，そういう状況が
見てとれます．Y軸に関しては，1，2が下に来て，
10の那須が上に来て，ここで大きく違うのは1番
目の「温泉が楽しめる」で，下に行けば行くほど
温泉が楽しめる．そうするとここでも，伊東・熱
海，伊香保・草津はそれぞれ競合していることに
なります．
分析は以上ですが，まとめとしまして，首都圏
からアクセスの多いであろう温泉地を取り上げ
て，マーケティングの視点から温泉地間期競争構
造を把握しました．同一回答者から複数内容での
競合データを取得しました．この部分には問題が
あり，質問項目が多いから，正しく回答されてい

るかなという不安も少しあります．
基礎分析の結果としては，地域イメージ項目か

ら主成分分析によって競争構造を把握しました．
どちらもイメージに関するデータですけれども，
使用データによって得られる競争構造は異なると
いうことです．
では今後どうしていくべきかという話ですが，

イメージというのは消費者の心理ですから，消費
者行動論の観点から購買意思決定プロセスを考慮
し，まずイメージがあって，その後で態度である
とか，好き嫌いという選好があって，やってみた
いかどうか，行ってみたいかどうかという意図が
あって，最後に行動があるという階層構造を想定
してモデル化できないかなと考えています．
それに適したモデルとしては，各種競合データ

を統合した競争構造モデル，Bayesian Factor 

Analysisあたりが有望ではないかと考えています．
データがないところをどうやって埋めるかという
ことも重要で，ジップコードを利用したデータと
空間統計学の空間相関を活用して，データがない
ところでも推計できるようにする．
回答者も109人でひとまとめにしていますけれ

ども，その中にもいろいろな知覚があって，違っ
た競争構造があるのではないか．そういうものを
自動的に分類する方法としてはノンパラベイズに
よる回答者分類が挙げられ，今後こういったとこ
ろに展開していけるかなと考えています．
以上です．
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